
  第３節　廃棄物等の適正処理の推進

〈主な指標と最新実績〉

一般廃棄物の最終処分量 75千t（平成28年度）

産業廃棄物の最終処分量 115千t（平成28年度）

産業廃棄物の再生利用率 49％（平成25年度）

不法投棄早期解決率 27％

市町村土砂条例制定数 22

　家庭等から出されるごみやし尿などの一般廃棄物

を衛生的に処理することは、私たちの生活環境を守

り、公衆衛生の向上を図るうえで大変重要です。

　一般廃棄物の処理は、市町村が計画（一般廃棄

物処理計画）を定めて、その計画に基づいて行わ

れています。

　県では、市町村における一般廃棄物の処理が適正

に安定して行えるよう、ごみ処理施設等の建設や維

持管理に係る情報提供や技術指導を実施しています。

（1）ごみ処理の状況

　平成28年度のごみ総排出量は約734千tであり、

県民一人一日当たり1,005gとなっています。

（県民一人一日当たりの内訳は、生活系ごみが

756g、事業系ごみが249gです。）

　県内のごみ総排出量は、表2－5－3－1、ごみ

処理の状況は、次頁の図2－5－3－1のとおりで

す。

１　　一般廃棄物処理の現状　【廃棄物・リサイクル課】

第１項　一般廃棄物の適正処理の推進と処理施設の広域化

年度 24 25 26 27 28

ごみ総排出量 785,528 775,107 772,692 756,990 733,797

表2－5－3－1　県内のごみの総排出量 （単位：t）

（2）し尿処理の状況

　し尿は、下水道終末処理施設、浄化槽、し尿処

理施設等により処理が行われています。

　平成28年度では約1,882千人（約94.1％）が、

し尿を浄化槽や公共下水道等を使用し、水洗化に

よる処理を行っています。また、くみ取りし尿や

浄化槽汚泥は、平成28年度では約47万kLがし尿

処理施設で処理されました。

　県内のし尿の処理状況は、表2－5－3－2のと

おりです。

年度 24 25 26 27 28

人口 2,032 2,022 2,014 2,007 2,000

水洗化人口

浄化槽 957 949 932 919 899

公共下水道 910 925 940 952 958

コミュニティプラント 25 25 24 24 25

計（水洗化率）
1,893

（93.2％）
1,898

（93.9％）
1,896

（94.2％）
1,895

（94.4％）
1,882

（94.1％）

非水洗化人口 くみ取り、自家処理 139 124 118 112 119

し尿処理量　　　　 し尿、浄化槽汚泥等 467,747 467,101 470,965 465,234 466,008

表2－5－3－2　県内のし尿の処理状況 （単位：千人、kL）

（注）各項目で四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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図2－5－3－1　平成28年度における県内のごみ処理の状況
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　市町村、一部事務組合及び県で構成する「群馬

県一般廃棄物処理施設等連絡協議会」を組織し、

処理施設の維持管理担当者を対象とする研修と情

報交換を行っています。平成29年度は、ごみ減

量（生活系・事業系）と廃棄物処理施設の役割に

ついて外部講師による研修会のほか、一般廃棄物

処理施設の視察研修（県内３施設、県外１施設）

を実施しました。

　県内の市町村及び一部事務組合における、ごみ処

理及びし尿処理は、焼却施設（22か所）、粗大ごみ処

理施設・資源化施設（28か所）、ごみ固形燃料化施設

（３か所）、高速堆肥化施設（３か所）、最終処分場（22

か所）、し尿処理施設（20か所）で行われています。

　これらの施設の適正な維持管理の確保を目的に、

県は、平成29年度に、これらのうち67施設の立

入調査を実施し、施設の維持管理に係る基準等の

遵守状況について監督指導を行いました。監督指

導の状況は表2－5－3－3のとおりです。

２　　市町村担当者への研修及び情報交換による施設の効率的な維持管理の促進【廃棄物・リサイクル課】

３　　立入調査等による施設の適正な維持管理の確保のための監督指導　【廃棄物・リサイクル課】

表2－5－3－3　市町村と一部事務組合におけるごみ処理施設及びし尿処理施設の数とその立入調査数 （単位：施設、回）

表2－5－3－4　循環型社会形成推進交付金等の交付状況等

年度 25 26 27 28 29

ごみ処理施設及びし尿処理施設の数 98 97 98 98 98

立入調査の数 50 52 31 53 67

年度 25 26 27 28 29

事業実施主体数（市町村、一部事務組合） 8 5 5 6 5

当該年度事業費（千円） 2,438,171 3,766,160 4,293,220 6,895,143 6,282,266

当該年度交付金額（千円） 887,514 1,421,474 1,996,094 2,562,967 2,673,218

　循環型社会形成推進交付金（環境省）等の交付金

制度を活用して廃棄物処理施設を適切に整備できる

よう、市町村等が施設整備のための計画（循環型社

会形成推進地域計画）を策定し、交付金を活用して

施設設備をする際に、助言指導を行いました。

　循環型社会形成推進交付金等の交付を受けて行

った県内の事業の実施状況は表2－5－3－4のと

おりです。

４　　交付金制度を活用した一般廃棄物処理施設整備への支援　【廃棄物・リサイクル課】

　県内の市町村が整備する一般廃棄物処理施設に

ついて、効率性、経済性及び環境に与える負荷の

低減、さらには循環型社会形成の推進の観点から、

一般廃棄物処理の広域化を推進することを目的に、

平成20年１月に「群馬県一般廃棄物処理マスター

プラン」（平成19年度～平成28年度）、平成29年３

月に「群馬県一般廃棄物処理広域化マスタープラ

ン」（平成29年度～平成38年度）を策定しました。

　県では、本マスタープランにおいて、県全体と

して最適と考える広域化のためのブロック区分

（図2－5－3－2）、施設集約の将来像（表2－5－

3－5）、市町村間の協議の方法、県による支援等

を示すことにより、市町村による広域化に向けた

検討及び協議を促進し、もって県全体として調和

のとれた広域化を推進します。

　また、本マスタープランを実効性のあるものに

するため、広域ブロックごとに、順次その構成市

町村を対象に、広域化処理を構築するための組織

設立の支援を行っています。支援の状況は表2－

5－3－6のとおりです。

　平成29年度は、藤岡富岡ブロック及び吾妻ブロ

ックの市町村等に対し、広域化に向けた事務の進

め方や広域的な施設整備のための交付金の交付手

続等に係る相談対応や情報提供等を行いました。

５　　一般廃棄物処理広域化計画（マスタープラン）実現への支援　【廃棄物・リサイクル課】
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図2－5－3－2

一般廃棄物処理広域化マスタープランにおける広域ブロック区分
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表2－5－3－5　施設集約の将来像（ブロック別既存施設数及び将来施設整備計画数）

ブロック区分 焼却施設等
粗大・資源化

施設
最終処分場

し尿処理
施設

施設数計

既存
施設

（平成27年度）

①前橋 3 4 2 2 11

②渋川 1 2 1 1 5

③伊勢崎 2 2 2 3 9

④高崎安中 3 4 2 2 11

⑤藤岡富岡 5 6 4 4 19

⑥吾妻 3 2 2 2 9

⑦利根沼田 4 2 2 2 10

⑧太田館林 5 3 2 5 15

⑨桐生みどり 1 2 3 1 7

９ブロック計（ａ） 27 27 20 22 96

将来施設
整備計画数

（平成38年度）

①前橋 1～3 4 1 2 8～10

②渋川 1 2 1 1 5

③伊勢崎 2 2 1 1～3 6～8

④高崎安中 2～3 2～3 1 2 7～9

⑤藤岡富岡 5 6 4 4 19

⑥吾妻 3 2 2 2 9

⑦利根沼田 4 2 1 2 9

⑧太田館林 2 3 2 4 11

⑨桐生みどり 1 2 2 1 6

９ブロック計（ｂ） 21～24 25～26 15 19～21 80～86

統合割合（ｂ／ａ） 78%～89% 93%～96% 75% 86%～95% 83%～90%

将来施設
整備計画数

（平成53年度）

①前橋 1 1 1 1 4

②渋川 1 1 1 1 4

③伊勢崎 1 1 1 1 4

④高崎安中 2 2 1 2 7

⑤藤岡富岡 1～2 1～2 1～2 1～2 4～8

⑥吾妻 1 1 1 1 4

⑦利根沼田 2 1 1 1 5

⑧太田館林 2 2 2 2 8

⑨桐生みどり 1 1 1 1 4

９ブロック計（ｃ） 12～13 11～12 10～11 11～12 44～48

統合割合（ｃ／ａ） 44%～48% 41%～44% 50%～55% 50%～55% 46%～50%

表2－5－3－6　一般廃棄物処理広域化に係る市町村支援状況

年度　
　支援内容 25 26 27 28 29

協議会設立準備支援
藤岡富岡
吾妻

吾妻 吾妻 － －

協議会参加、広域化のた
めの情報提供等

藤岡富岡 富岡
富岡
吾妻

富岡
吾妻

富岡
吾妻
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　様々な事業活動に伴って県内で排出される産業

廃棄物は、平成28年度実績（環境省 ｢平成29年

度廃棄物の広域移動対策検討調査｣）では、表2

－5－3－7のとおり、年間約304万tと推計され

ています。

　産業廃棄物の種類別の取扱量については、がれ

き類が最も多く、以下、汚泥、廃プラスチック類、

木くずの順となっています。このうち、中間処理＊２

量については、県内処理では、がれき類が最も多

く、次いで木くずであり、県外処理では、汚泥、

廃プラスチック類、がれき類の順となっています。

一方、最終処分（埋立）については、県内処理で

は、がれき類、ガラスくず等、廃プラスチック類

の順に多く、県外処理では、廃プラスチック類、

がれき類、汚泥の順となっています。

　また、県内で発生した産業廃棄物の広域移動量

は、表2－5－3－8のとおりで、中間処理量及び

最終処分量の合計は、県内処理が年間約208万t、

県外処理が年間約96万tであり、7割程度が県内

で処理されています。なお、約80万tが県外から

搬入されるなど、産業廃棄物の処理は広域的に行

われています。

　さらに、産業廃棄物の再生利用率は、平成25

年度の推計値（平成26年度群馬県廃棄物実態調

査）で、49％でした。利用量の多いものでは、

がれき類が土木・建設資材へ、汚泥が肥料やセメ

ント原材料へと利用されていました。

１　　産業廃棄物＊１処理の現状　【廃棄物・リサイクル課】

第２項　産業廃棄物の適正処理の維持と処理施設の確保

＊１ 産業廃棄物：廃棄物のうち、事業活動に伴って生じた燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他政令で定めるものを
産業廃棄物といい、20種類が定められています。また、そのうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ず
るおそれがある性状を有するものは特別管理産業廃棄物として区分されています。

＊２中間処理：産業廃棄物を埋立処分などする前に、減容化・無害化・安定化などの処理をすることをいいます。

表2－5－3－7　県内発生産業廃棄物の広域移動量（種類別）（平成28年度実績） （単位：千t）

産業廃棄物の種類 取扱量
県内処理 県外処理

中間処理 最終処分 中間処理 最終処分
燃 え 殻 23 2 － 17 5
汚 泥 316 56 － 244 16
廃 油 58 33 － 25 －
廃 酸 24 0 － 24 －
廃 ア ル カ リ 23 3 － 20 －
廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 311 122 7 158 25
紙 く ず 12 6 － 6 1
木 く ず 282 257 － 24 1
繊 維 く ず 5 2 － 2 0
動 植 物 性 残 さ 73 55 － 18 －
動 物 系 固 形 不 要 物 － － － － －
ゴ ム く ず 0 0 0 0 0
金 属 く ず 95 42 0 52 1
ガ ラ ス く ず 等 191 125 7 55 4
鉱 さ い 85 0 0 75 9
が れ き 類 1,479 1,328 11 117 23
動 物 の ふ ん 尿 8 8 － － －
動 物 の 死 体 1 1 － 0 －
ば い じ ん 18 0 － 16 2
そ の 他 33 10 1 19 3

計 3,038 2,051 26 872 89

（注）1　 全国の処分実績報告を基に作成した「廃棄物の広域移動対策検討調査」（環境省）から抜粋したものです。なお、県内
処理及び県外処理の移動量については、それぞれ中間処理又は最終処分目的で広域移動した量としています。

　　2　「0」は500t未満を、「－」は該当なしを表しています。
　　3　 特別管理産業廃棄物は対応する産業廃棄物の種類に計上しています。ただし、感染性廃棄物は「その他」に

含まれています。
　　4　各項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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　産業廃棄物処理業者の状況は、表2－5－3－9

のとおり、施設設置許可の状況は、表2－5－3－

10のとおりです。

　県民生活や産業活動を維持する上で、産業廃棄

物の「処理施設」の整備は不可欠ですが、生活環

境への悪影響を懸念する周辺住民の反対等がある

中で、新たな施設の設置は依然として難しい状況

にあります。

　県では、生活環境に配慮した優良な処理施設を

確保するため、排出業者や処理業者に対する指導

と廃棄物処理に対する県民の信頼の向上に努めて

います。

表2－5－3－8　県内発生産業廃棄物の広域移動量（搬出先別）（平成28年度実績） （単位：千t）

表2－5－3－9　産業廃棄物処理業者の状況（各年度末現在） （単位：者）

処理区分
搬出先地域 総計 中間処理 最終処分

県内処理 2,077 2,051 26

県外処理計 961 872 89

茨城県 33 22 11

栃木県 229 229 1

埼玉県 418 418 －

千葉県 46 42 4

東京都 6 6 －

神奈川県 17 17 0

ブロック内処理計 749 734 16

ブロック外処理計 211 138 73

北海道・東北 92 52 40

中部 81 53 28

近畿 2 2 0

中国 1 1 0

四国 0 0 －

九州・沖縄 37 31 6

区分　

　年度

産業廃棄物処理業 特別管理産業廃棄物処理業

計
収集運搬業

 処　　 分　   業
収集
運搬業

処分業
中間処理 最終処分

中間処理
最終処分

25 4,678 203（52） 10（4） 6（5） 470 14（5） 5,381（66）

26 4,759 202（52） 10（4） 6（5） 484 14（5） 5,475（66）

27 4,878 197（52） 9（4） 6（5） 490 17（5） 5,597（66）

28 4,977 196（52） 8（4） 5（4） 511 15（4） 5,712（64）

29 5,081 203（53） 6（3） 4（4） 542 15（4） 5,851（64）

（注） 産業廃棄物収集運搬業、産業廃棄物処分業、特別管理産業廃棄物収集運搬業、特別管理産業廃棄物処分業の許可を重
複して取得している業者がいるため、計欄は延べ業者数です（括弧内は前橋市内及び高崎市内のみに処理施設のある
許可業者数で内数）。

（注）1　 全国の処分実績報告を元に作成した「廃棄物の広域移動対策検討調査」（環境省）から抜粋したものです。
なお、中間処理及び最終処分の移動量については、それぞれ中間処理又は最終処分目的で広域移動した量
としています。

　　2　「0」は500t未満を、「－」は該当なしを表しています。
　　3　各項目毎に四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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表2－5－3－10　産業廃棄物処理施設設置許可の状況（各年度末現在）　 （単位：施設、場）

産業廃棄物処理施設の種類 設置者区分
年度

25 26 27 28 29

汚泥の脱水施設
（10㎥/日を超えるもの）

事 業 者 46    （7） 44    （7） 43    （7） 40    （9） 38    （8）

処理業者 7    （3） 7    （3） 7    （3） 4 4    （1）

汚泥の乾燥施設（機械乾燥）
（10㎥/日を超えるもの）

事 業 者 8    （2） 8    （2） 8    （2） 8    （2） 7    （2）

処理業者 3 2 1 1 1

汚泥の乾燥施設（天日乾燥）
（100㎥/日を超えるもの）

事 業 者 － － － － －

処理業者 － － － － －

汚泥の焼却施設（5㎥/日を超えるもの・200
㎏/時以上のもの・火格子面積2㎡以上のもの）

事 業 者 4 4 4 4 2

処理業者 6    （1） 6    （1） 6    （1） 6    （1） 6    （1）

廃油の油水分離施設
（10㎥/日を超えるもの）

事 業 者 1    （1） 1    （1） 1    （1） 1    （1） 1    （1）

処理業者 7    （1） 6    （1） 6    （1） 6    （1） 6    （1）

廃油の焼却施設（1㎥/日を超えるもの・200
㎏/時以上のもの・火格子面積2㎡以上のもの）

事 業 者 6    （2） 5    （2） 5    （2） 5    （2） 3    （2）

処理業者 9    （2） 9    （2） 9    （2） 9    （2） 9    （2）

廃酸又は廃アルカリの中和施設
（50㎥/日を超えるもの）

事 業 者 1 1 1 1 －

処理業者 － － － － －

廃プラスチック類の破砕施設
（5t/日を超えるもの）

事 業 者 7 7 8    （1） 7 7

処理業者 43  （15） 44  （15） 44  （15） 43  （15） 45  （15）

廃プラスチック類の焼却施設（100㎏/日
以上のもの・火格子面積2㎡以上のもの）

事 業 者 9 8 6    （1） 6    （1） 5    （1）

処理業者 14    （3） 14    （3） 14    （4） 14    （4） 14    （4）

木くず又はがれき類の破砕施設
（5t/日を超えるもの）

事 業 者 14    （4） 31  （22） 32  （23） 34  （24） 37  （25）

処理業者 186  （89） 174  （72） 172  （67） 179  （71） 185  （69）

PCB汚染物の洗浄施設
事 業 者 1 1 1 1 1

処理業者 － － － － －

産業廃棄物の焼却施設注５（200㎏/日以
上のもの・火格子面積2㎡以上のもの）

事 業 者 8 6 5 5 3

処理業者 15    （3） 14    （3） 14    （3） 14    （3） 13    （3）

中間処理施設　小計
事 業 者 105  （16） 116  （34） 114  （37） 112  （39） 104  （39）

処理業者 290（117） 276（100） 273  （96） 276  （97） 283  （96）

安定型最終処分場
事 業 者 3    （0） 5    （1） 4    （0） 4    （0） 4    （0）

処理業者 21  （10） 18    （8） 19    （9） 19    （9） 19  （10）

管理型最終処分場
事 業 者 9    （1） 10    （2） 10    （1） 9    （1） 10    （1）

処理業者 3    （2） 2    （1） 2    （1） 2    （1） 1    （1）

最終処分場　小計
事 業 者 12    （1） 15    （3） 14    （1） 13    （1） 14    （1）

処理業者 24  （12） 20    （9） 21  （10） 21  （10） 20  （11）

計
事 業 者 117  （17） 131  （37） 128  （38） 125  （40） 118  （40）

処理業者 314（129） 296（109） 294（106） 297（107） 303（107）

（注）1　 廃棄物処理法に基づく設置許可（平成４年７月３日以前は設置届出）をした施設数です（括弧内は前橋市
内及び高崎市内に設置された処理施設数で内数）。

　　2　 最終処分場については、埋立てが終了しても廃止の確認がされていない施設を含みます。
　　3　 最終処分場（安定型）については、平成９年11月末以前に設置された埋立面積3,000㎡未満のものを含み

ません。
　　4　木くず又はがれき類の破砕施設については、届出によるものを含みます。
　　5　｢汚泥・廃油・廃プラスチック類・廃PCB等｣を除く産業廃棄物の焼却施設を指します。
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　産業廃棄物は、排出事業者が自らの責任で適正

に処理することが義務付けられています。県では、

排出事業者に対して、排出者責任の啓発や適正処

理に関する指導を行うため、産業廃棄物相談員を

県内３か所（廃棄物・リサイクル課、西部環境森

林事務所、東部環境事務所）に配置しています。

　平成29年度は、表2－5－3－11のとおり、362

事業所を訪問し、廃棄物の排出抑制や再生利用、

適正処理等に関する指導・相談を行いました。

　また、併せて廃棄物・リサイクル課ホームペー

ジ「群馬県産業廃棄物情報」により、関係法令や

処理業者に関するデータ等、廃棄物に関する各種

最新情報をわかりやすく排出事業者や県民にお知

らせしています。

　産業廃棄物は、排出事業者が自ら適正に処理す

るほか、その責任において、収集運搬業・処分業

の許可を有する処理業者に委託して処理すること

とされています。

　処理業者に対しては、不適正処理につながるよ

うな行為が行われていないかを確認するため、毎

年度、定期的に立入検査を実施しています。

　平成29年度は、表2－5－3－12のとおり、延

べ432事業所に対して立入検査を実施しました。

　また、排出事業者の身近な良きアドバイザーと

なる産業廃棄物処理業者を育成するため、法改正

等に関する研修を実施しています。

　なお、不適正処理等により廃棄物処理法に違反

したり、欠格要件に該当した処理業者に対しては、

許可取消等の行政処分を行っており、平成29年

度は11業者に対して許可取消の行政処分を行い

ました。

　廃棄物処理施設の設置にあたり、廃棄物処理法

やその他関係法令の手続を行う前段階として、事

前協議制度を実施しています。この制度は、持続

可能な循環型社会づくりに向けて、地域理解の促

進や廃棄物の適正処理の推進を図り、また、周辺

地域の生活環境の保全や周辺施設への適正な配慮

を図ることを目的としています。

　平成25年４月は、施設の立地規制の追加や事

業計画の周知方法の改善、手続の長期化防止策等

について、見直しを行いました。

　また、現行制度は、平成29年度末で、施行後

５年が経過し、経済界から最終処分場の建設促進

の要望がなされていることなどから、事前協議規

程の内容を含め、公共関与の在り方について、点

検作業を行っています。なお、平成29年度の処

理業者の許可状況は表2－5－3－13、処理施設

の設置許可の状況については表2－5－3－14の

とおりです。

２　　産業廃棄物相談員による排出事業者への指導拡充　【廃棄物・リサイクル課】

３　　研修や立入指導による適正処理業者の育成　【廃棄物・リサイクル課】

４　　廃棄物処理施設設置に関する住民理解の促進　【廃棄物・リサイクル課】

表2－5－3－11　産業廃棄物相談員の事業所訪問状況 （単位：件）

表2－5－3－12　処理業者への立入検査の状況 （単位：件）

年度 25 26 27 28 29

訪問件数 369 315 365 361 362

年度 25 26 27 28 29

立入検査 295 302 313 374 432

表2－5－3－14　産業廃棄物処理施設設置許可の状況（平成29年度） （単位：件）

区分 設置許可 変更許可

中間処理施設 9 0

最終処分場 0 0

計 9 0

（注）前橋市及び高崎市の許可件数を除いたもの。

表2－5－3－13　産業廃棄物処理業者の許可状況（平成29年度） （単位：件）

事　業　区　分 新規
許可

更新
許可

変更
許可 合計

産業廃棄物収集運搬業 280 679 59 1,018
産業廃棄物処分業 7 32 5 44
特別管理産業廃棄物
収集運搬業

42 70 11 123

特別管理産業廃棄物処分業 0 2 0 2
計 329 783 75 1,187

（注）更新許可：許可期限ごとに更新（継続）する場合。
　　変更許可：許可範囲の拡大等を行う場合。
　　いずれも、前橋市及び高崎市の許可件数を除いたもの。

161

第２部　ぐんまの環境　第５章　持続可能な循環型社会づくり



（1）自動車リサイクル法の概要

　使用済自動車から発生する廃棄物の減量、適正

処理や資源の有効な利用の確保等を目的に、平成

17年１月１日に「使用済自動車の再資源化等に

関する法律」（自動車リサイクル法）が本格施行

されました。

　この法律では、自動車所有者、引取業者や解体

業者等に次のような役割を定めています。

　●自動車所有者……使用済自動車の引取業者へ

の引渡し、リサイクル料金

の負担

　●引取業者…………最終所有者からの使用済自

動車の引取り、フロン類回

収業者への引渡し

　●フロン類回収業者… カーエアコンからのフロン

ガスの回収・メーカー等へ

の引渡し

　●解体業者…………基準に従って解体、エアバ

ッグ類の回収・メーカー等

への引渡し

　●破砕業者…………基準に従って破砕、シュレッ

ダーダスト（自動車の破砕残

さ）のメーカー等への引渡し

　●自動車メーカー …フロンガス、エアバッグ類、

シュレッダーダストの適正

処理

　自動車リサイクルを推進する上では、自動車の

所有者や関連事業者の理解と協力が必要なことか

ら、県では、各種の広報媒体を通じて、制度の仕

組み等について周知を行っています。

（2） 自動車リサイクル法の登録・許可、立入検

査等の状況

　県と中核市（前橋市・高崎市）は、法の規定を

満たした使用済自動車の引取業者及びフロン類回

収業者の登録、解体業者及び破砕業者の許可を行

っています。県内の登録業者数は表2－5－3－

15、許可業者数は表2－5－3－16のとおりです。

　また、県内における使用済自動車の引取台数は

表2－5－3－17のとおりです。

　県では、新たな設置の理解を得ることが難しい

状況にある最終処分場について、周辺住民にとっ

て安全で安心できる施設を確保するため、最終処

分場モデル研究事業として、平成14年２月に桐

生市新里町地内に安定型モデル処分場を設置しま

した。

　モデル処分場は、①地元地区代表、事業者及び

行政で組織する運営連絡協議会を定期開催、②地

域住民の見学の積極的受入れ、③県嘱託職員が常

駐し、許可品目以外の廃棄物が混入しないよう監

視するなど、地域に開かれた運営に努めました。

　なお、モデル処分場は、平成29年１月で埋立

てが終了したことから、廃止までの間、事業者に

対して指導監督を行うとともに、地元地区代表、

県及び桐生市で組織する跡地利用策定委員会で協

議し、跡地利用計画を策定します。

　平成22年の廃棄物処理法の改正により、優良

産廃処理業者認定制度が新たに設けられ、事業の

実施に関する能力・実績が一定の基準を満たす処

理業者は、優良認定を受けられるようになりまし

た。

　この認定は、排出事業者が安心して廃棄物処理

を委託できる優良業者を選ぶ目安になっています。

なお、処理業者にとっては、認定を受けることで

通常５年である許可の有効期間が７年に延長され、

許可更新に要する負担軽減が図られています。

　また、遵法性や事業の透明性等、法令の基準に

適合し優良認定を受けた処理業者に対して、県の

融資制度において優先的支援を行う等により、優

良な処理業者を育成し、より信頼できる産業廃棄

物処理体制の整備を進めています。

７　　使用済自動車の適正なリサイクルの推進　【廃棄物・リサイクル課】

６　　最終処分場モデル研究事業　【廃棄物・リサイクル課】

５　　経済的支援等による優良処理業者の育成　【廃棄物・リサイクル課】

表2－5－3－15　県内における自動車リサイクル法登録業者数　（単位：者）

年度 25 26 27 28 29

引取業者
812
（588）

682
（497）

672
（491）

658
（477）

459
（308）

フロン類
回収業者

204
（143）

196
（138）

194
（138）

190
（137）

160
（113）

（括弧内は県所管の業者数（内数））
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　県と中核市では、登録業者や許可業者が、法で

定められた作業を遵守しているか、施設が基準に

適合しているかを確認するために、立入検査を実

施しています（表2－5－3－18）。

　また、併せて、登録や許可を受けずに使用済自

動車の保管や解体を行っている疑いがある業者に

ついても、監視指導を行いました。

表2－5－3－17　県内における使用済自動車の引取台数　（単位：台）

年度 25 26 27 28 29

台数
77,887

（51,874）
79,296

（53,822）
71,425

（48,201）
64,771

（42,584）
69,124

（45,004）
（括弧内は県所管の業者における引取台数（内数））

表2－5－3－18　県内における自動車リサイクル法の立入検査状況（単位：件）

年度 25 26 27 28 29

登録、許可業者
161
（140）

249
（208）

155
（109）

261
（160）

171
（89）

無登録、無許可の
疑いがある業者

8
（8）

6
（6）

9
（9）

1
（1）

3
（3）

（括弧内は県所管の業者に対する立入検査（内数））

表2－5－3－16　県内における自動車リサイクル法許可業者数（単位：者）

年度 25 26 27 28 29

解体業者
157 
（110）

127
（90）

123
（88）

122
（89）

124
（92）

破砕業者
23
（16）

21
（15）

21
（15）

21
（15）

21
（15）

（括弧内は県所管の業者数（内数））

　ポリ塩化ビフェニル（PCB）は、難分解性で、

かつ、人の健康及び生活環境に係る被害を生ずる

おそれがある物質であることなどから、PCB廃

棄物の保管、処分等について必要な規制等を行う

ことを目的に、平成13年７月に「ポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措

置法」（PCB特措法）が施行されました。

　この法律に基づき、変圧器（トランス）、コン

デンサーなどPCBを含む廃棄物を保管する事業

者は、毎年度、知事又は中核市長（前橋市・高崎

市）に保管・処分状況を届け出る義務があり、届

出状況は表2－5－3－19のとおりとなっていま

す。届出を行った事業場に対しては、適正な保管

等を行うよう指導しています。

　PCB廃棄物を安全・適切に処理するために、

平成16年４月に国が全額を出資して、中間貯蔵・

環境安全事業㈱（JESCO）が設立されました。

県内の事業場に保管等されている高濃度のPCB

を含有する機器については、平成20年５月から

室蘭市にある同社の北海道PCB処理事業所にお

いて、処理が行われています。この事業所におけ

る処分期間は、変圧器（トランス）・コンデンサ

ー等は平成33年度末まで、安定器・汚染物等は

平成34年度末までであり、期間内に必ず処分を

終えるよう計画的に準備を進める必要がありま

す。

　低濃度のPCBを含有する廃棄物については、

国が認定した無害化処理認定施設等で、平成38

年度末までに処分する必要があります。

　また、PCBの処理費用が高額であることから、

県では、毎年度、独立行政法人環境再生保全機構

に設けられた基金に補助し、JESCOで処理を行

う中小企業者等の負担軽減を図っています。

　さらに、PCB廃棄物は処分期間が定められて

いますが、未届出の事業者がいるおそれがあるこ

とから、県や中核市ではアンケート等による掘り

起こし調査を実施しています。未届出の事業場が

確認された場合は、届出を指導するとともに、期

間内に処分するよう指導していきます。

１　　PCB廃棄物の処理の推進　【廃棄物・リサイクル課】

第３項　有害物質を含む廃棄物の確実な処理の推進

表2－5－3－19　県内におけるPCB廃棄物保管届出状況

年度 24 25 26 27 28

事業場数
1,770

（1,151）
1,688

（1,108）
1,716

（1,104）
1,677

（1,072）
1,497
   （973）

（括弧内は県所管の事業場数（内数））
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　水銀に関する水俣条約（平成29年８月16日発効）

を踏まえた水銀対策として、平成27年６月に「水

銀による環境の汚染の防止に関する法律」が制定

され、同年11月に「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行令」が、同年12月に「廃棄物の処理及

び清掃に関する法律施行規則」が改正されました。

　新たに、「廃水銀等」「水銀含有ばいじん等」「水

銀使用製品産業廃棄物」を定義したほか、産業廃

棄物処理施設への追加や、処理基準の追加などが

定められ、平成29年10月１日に全面施行されま

した。

　県では、これまで、水銀廃棄物の排出者である

家庭や事業者及び処理主体である市町村や処理業

者に対して、法令や処理に関する情報提供を行っ

てきました。

　特に、処理業者に対しては、県内各地域で説明

会を開催し、水銀廃棄物の確実な収集・処理の推

進を図っています。

２　　水銀廃棄物の処理の推進　【廃棄物・リサイクル課】

　PCB廃棄物は定められた処分期間内に処分しな

ければならず、使用中の高濃度PCB含有変圧器・

コンデンサー及び安定器等についても、処分期間

内に使用を終え、処分する必要があります。

　処分期間内に処分をしない場合は、罰則の対象

となります。

PCB廃棄物の処分期間

PCB廃棄物の種類 処分期間

高濃度PCB廃棄物

（変圧器・コンデンサー）
平成34年３月31日まで

高濃度PCB廃棄物

（安定器等）
平成35年３月31日まで

低濃度PCB廃棄物 平成39年３月31日まで

（注） 高濃度PCB廃棄物については、北海道PCB

処理事業所における処分期間。

　PCB廃棄物の処理には、通常の廃棄物と比べて

高額な費用が必要となります。例えば、高濃度

PCB廃棄物であって重さ200㎏の変圧器は

1,091,000円（消費税等込み）、重さ50㎏のコン

デンサーは744,000円（消費税等込み）となって

います。また、安定器は重さ1㎏につき30,240円

（消費税等込み）です（なお、その他の費用が加算

される場合があります）。

　このため、処理費用の負担能力の小さい中小企

業者が早期かつ円滑にPCB廃棄物の処理を進めら

れるよう、次のとおり負担軽減措置や融資制度が

設けられています。

1　 中小企業者等の負担軽減措置について（高濃
度PCB廃棄物）

　高濃度PCB廃棄物を中小企業者等が処分する場

合、その料金が軽減される措置があります。一定

の条件を満たす中小企業者等にあっては70％、個

人にあっては95％が軽減されます。

2　 ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理資金（群馬県
環境生活保全創造資金融資）

　群馬県では、県内の中小企業者等を対象に、

PCB廃棄物の収集運搬、処分及び代替機器設置の

費用を対象とした融資制度を設けています。（限度

額5,000万円・利率1.7%/年以内・期間7年以内）

　着手前に事前審査が必要です。詳しくは県庁廃

棄物・リサイクル課へお問い合わせください。

　電話：027－226－2824

　FAX：027－223－7292

　E-mail：haikirisaka＠pref.gunma.lg.jp

　処分期間終了間際は、混雑が予想されるため、

早めに処分の手続をして処分期間内の適正処理を

お願いします。

・PCBが使用された代表的な電気機器

　高圧変圧器　　　　　高圧コンデンサー

　安定器

PCB廃棄物の適正な処理の推進についてコラム
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（1）不法投棄の現状

　平成29年度に県内で新たに認知した不法投棄は、

52件・1,464tでした。県が認知した11件のうち、

平成29年度中に撤去等により解決に至ったものは

３件で、不法投棄早期解決率は27％でした。

　不法投棄の大規模な事案は減少し、全体として

小規模化傾向にありますが、依然として後を絶た

ない状況です（表2－5－3－20）。

　不法投棄された廃棄物の種類では、建設系の廃棄

物が半数以上を占めています（表2－5－3－21）。

（2） 不適正処理の現状

　不法投棄や不法焼却、不適正保管などを総称し

て「不適正処理」と呼んでいます。

　平成29年度に県内で新たに認知した不適正処理

は、121件・2,045tでした（表2－5－3－22）。

　不適正処理の種類では、不法投棄、不適正保管

及び不法焼却が大部分を占めています（表2－5

－3－23）。

　不適正保管と不法焼却は、30件前後で推移し

ており、依然として後を絶たない状況です。不適

正保管は、事業者が一時保管と称して資材置場等

に解体廃材をため込む事案が増加しています。不

法焼却については、廃棄物の焼却は原則禁止され

ていますが、いわゆる野焼きで廃棄物を処分しよ

うとした事案が多くを占めています。

１　　未然防止・早期発見・早期解決に向けた不適正処理対策の強化　【廃棄物・リサイクル課】

第４項　不法投棄等不適正処理対策の強化

年度 25 26 27 28 29

件数 52 54 45 34 52

県 12 13 5 9 11

前橋市 36 24 31 19 40

高崎市 4 17 9 6 1

量（t） 742 511 59 578 1,464

県 722 484 48 557 1,450

前橋市 18 7 8 14 11

高崎市 2 20 3 7 3

年度 25 26 27 28 29

建
設
系

がれき類 5（10%） 6（11%） 3（7%） 2（6%） 2（4%）

廃 プ ラ 5（10%） 4（7%） 2（4%） 5（15%） 5（10%）

木 く ず 7（13%） 1（2%） 4（9%） 5（15%） 3（6%）

混合廃棄物 10（19%） 5（9%）25（56%） 9（26%）19（36%）

小計 27（52%）16（30%）34（76%）21（62%）29（56%）

建設系以外 25（48%）38（70%）11（24%）13（38%）23（44%）

合計 52 54 45 34 52

表2－5－3－20　不法投棄の推移 表2－5－3－21　不法投棄された廃棄物の種類 （単位：件）

※中核市（前橋市及び高崎市）分を含む。（　）内は全体に占める割合。

年度 22 23 24 25 26
27

（　）内は大同を除く
28 29

件数 186 301 199 149 123
120
（119）

81 121

県 144 136 91 61 42
36
（35）

39 44

前橋市 42 48 41 50 35 40 24 64
高崎市 － 117 67 38 46 44 18 13

量（t） 2,848 2,129 7,569 1,385 1,336
301,409
（7,079）

908 2,045

県 2,755 1,588 7,005 1,319 1,273
301,306
（6,976）

884 2,023

前橋市 93 49 26 44 15 21 14 13
高崎市 － 492 538 22 48 82 10 9

表2－5－3－22　不適正処理の推移

※平成27年度の大同特殊鋼㈱渋川工場から排出された鉄鋼スラグの不適正処理分は、1件294,330tである。
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（3）不適正処理対策

　県では、廃棄物の不法投棄等の不適正処理事案を

未然に防止し、また、早期に発見するとともに、発

生した事案については、早期に解決することにより、

本県の良好な生活環境の保全に努めています。

　主な取組内容は、次のとおりです。

　ア　未然防止

a　事業者向け実地調査

　県警、市町村及び関係団体の協力のもと、

主に県外から流入する産業廃棄物を対象に、

「産業廃棄物収集運搬車両の路上調査」を実

施しています（平成29年10月13日国道17

号新町検問所）。

　イ　早期発見

a　情報の入手

　ⅰ「産業廃棄物110番」の設置

　 　廃棄物・リサイクル課にフリーダイヤル

の「産業廃棄物110番」を設置して広く県

民から情報を入手しています（平成29年

度は57件を受理）。

　ⅱ 「廃棄物不法投棄の情報提供に関する協

定」の締結

　 　人口減少期を迎え、空き家、空き地など、

不法投棄場所として狙われやすい箇所の増

加が懸念されることから、不法投棄の情報

収集網の強化を図るため、12機関・団体

と協定を締結しています。

○協定締結機関・団体

　日本郵便株式会社

　群馬県農業協同組合中央会

　群馬県森林組合連合会

　東京電力パワーグリット株式会社

　一般社団法人群馬県タクシー協会

　一般社団法人群馬県トラック協会

　赤十字飛行隊群馬支隊

　一般社団法人群馬県自動車整備振興会

　一般社団法人群馬県フロン回収事業協会

　群馬県電気工事工業組合

　公益社団法人群馬県不動産鑑定士協会

　公益財団法人群馬県環境検査事業団

b　監視指導（パトロール）

　ⅰ「産業廃棄物不適正処理監視指導員」　

　　（通称：産廃Gメン）の設置

　 　警察官OBの嘱託職員である産廃Gメン

が、４班８名体制で監視指導（パトロール）

を行っています（年間延べ1,440人・日）。

　ⅱ 休日・夜間における監視の民間警備会社

への委託

　 　行政機関による監視が手薄になる休日と

夜間における監視の目を確保するため、民

間警備会社に委託して監視業務を行ってい

ます（年間140日）。

　ⅲ スカイパトロールの実施

　 　県警の協力を得て、県警ヘリコプター「あ

かぎ」による空からの監視（スカイパトロ

ール）を行っています（平成29年度は22

回）。

　ⅳ 「廃棄物適正処理推進強化月間事業」の

実施（６月・12月）

　 　環境月間である６月と、清掃活動が盛ん

になり企業や家庭から大量の廃棄物が排出

される12月を廃棄物適正処理推進強化月

間と定め、通常監視以外に重点的に対策を

講じています。

　・職員による休日監視

　・不適正処理継続事案に対する集中指導

　・廃棄物適正処理推進の広報啓発

　ⅴ 建設リサイクル法遵守状況調査の実施　

（５月・10月）

区分
年度 不法投棄 不適正保管 不法焼却 無許可営業 無許可設置 その他 計

27 45
（37%）

36
（30%）

37
（31%）

0
（0%）

0
（0%）

2
（2%）

120
（100%）

28 34
（42%）

22
（27%）

25
（31%）

0
（0%）

0
（0%）

0
（0%）

  81
（100%）

29 52
（43%）

36
（30%）

33
（27%）

0
（0%）

0
（0%）

0
（0%）

121
（100%）

表2－5－3－23　不適正処理の種類 　　 （単位：件）

※中核市（前橋市及び高崎市）分を含む。（　）内は全体に占める割合。

産業廃棄物110番

0120-81-5324
ハイ ゴミ通報
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　 　建築物等の解体工事における、「建設リサ

イクル法」の遵守状況を調査し、適正な処

理を指導するため、建設部局等と連携して

パトロールを行っています。

　ウ　早期解決

a　警察・市町村等関係機関との連携強化

　認知した事案に対しては、廃棄物・リサイ

クル課（出向警察官を含む）及び環境（森林）

事務所の担当職員が、警察や県職員に併任発

令された市町村職員と連携を図り、迅速かつ

綿密な調査を行った上、原因者に対し強力な

是正指導を行い、現場の原状回復を図るとと

もに不適正処理の再発防止に努めています。

（1）警察との連携

　県警察では、悪質・巧妙化する廃棄物事犯に迅

速に対応するため、生活安全部生活環境課に経

済・環境事犯特別捜査係を設置し、各警察署と連

携して環境犯罪に対する取締りを積極的に推進す

るほか、県や中核市に警察官を出向・派遣し、関

係機関との情報交換や共同臨場等行政と連携した

活動を行っています。

　また、環境被害の拡大防止と早期の原状回復を図

るため、関係機関に必要な情報提供を行っています。

出向・派遣数

　平成29年４月１日現在、県知事部局に２人、前橋市

及び高崎市に１人ずつ出向し、又は派遣しています。

（2）市町村との連携

ア　市町村職員の県職員併任発令

　不適正処理事案への対応を強化するために、

市町村職員を群馬県職員に併任して産業廃棄

物に関する立入検査権を付与しています（平

成30年３月30日現在、中核市２市を除く33

市町村110人）。

イ　不法投棄監視カメラの貸出し

　市町村と連携した廃棄物不法投棄監視体制

の整備・強化を図り、不法投棄の未然防止、

拡大防止及び原因者の特定をするため、市町

村に不法投棄監視カメラを貸し出しています。

（3）連絡会議の開催

　警察・市町村等関係機関の担当者を集めた連絡

会議を定期的に開催し、情報交換を図るとともに、

広域的な事案に対しては、共同で対応するなどの

連携を図っています。

　県では、廃棄物の不法投棄等の不適正処理事案

の未然防止、早期発見のため、上毛新聞、FM群馬、

群馬テレビ及び県広報資料等の各種広報媒体や特

命産廃Gメン「G-FIVE」による啓発活動により、

廃棄物不適正処理防止に係る事業者、県民等の意

識啓発を図っています。

　また、廃棄物の不適正処理を防止し、適正処理

の気運を高めるため、県警、（公社）群馬県環境資

源創生協会、産業界及び市町村と連携して、「不適

正処理防止啓発県民の集い」を開催しています

（平成29年９月30日ヤマダ電機LABI1高崎）。

３　　警察・市町村等関係機関との連携強化　【廃棄物・リサイクル課、（警）生活環境課】

２　　様々な媒体・取組を活用した不適正処理防止啓発活動の強化　【廃棄物・リサイクル課】

　本県は、山間地や河川が多く、廃棄物の不法投棄

が行われやすい環境にあることから、県警ヘリコプ

ター「あかぎ」によるスカイパトロールを定期的に

実施し、目の届きにくい山間部等を上空から監視す

ることで、不法投棄等の発見に努めています。

　また、県警察では、組織的・広域的な事犯、暴

力団が関与する事犯、行政指導を無視して行われ

る事犯等を重点に取締りを強化しています。

検挙状況

　平成29年度中における「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律」（廃棄物処理法）違反の検挙状

況は、表2－5－3－24のとおりであり、平成25

年度以降の推移は図2－5－3－3のとおりです。

　最近の特徴としては、大規模な不法投棄等は減

少し、小規模な不法投棄や違法焼却が目立つ傾向

にあります。

　具体的には、家屋の解体工事に伴って排出され

る木くず、がれき類等の不法投棄やビニール類の

違法焼却のほか、家庭から排出される粗大ごみ等

の不法投棄や違法焼却も目立っています。

４　　県警ヘリコプター「あかぎ」によるスカイパトロール　【（警）生活環境課】
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（1）事案の経緯と概要

　大同特殊鋼㈱渋川工場の製鋼過程で副産物とし

て排出された鉄鋼スラグは、路盤材として出荷さ

れていました。

　平成25年６月、渋川市内の道路の改修工事に

際し、路盤材として使用されていた当該スラグを

検査したところ、土壌環境基準・「土壌汚染対策法」

の指定基準（土壌環境基準等）を超えるふっ素及

び六価クロムが検出されました。

　県では、これを契機に調査を開始し、平成26

年１月以降、同工場及び関係会社に対して廃棄物

処理法に基づく立入検査を実施するとともに、鉄

鋼スラグの取扱い状況等について報告を求めました。

（2）廃棄物処理法に基づく調査の結果

　ア　鉄鋼スラグの利用と土壌汚染の発生

　 　平成13年にふっ素の土壌環境基準が設定さ

れ、平成15年にふっ素の指定基準を設定した

土壌汚染対策法が施行されました。

　 　これに伴い、鉄鋼業界では、ふっ化物（蛍石）

を使用しない操業への移行や、鉄鋼スラグに含

まれる有害物質の検査を行い、環境安全性を確

認して路盤材等に再生利用する方法がとられて

きました。

　 　しかし、同工場は、その後もふっ化物（蛍石）

の添加を止めることなく、また、鉄鋼スラグの

大半がふっ素の土壌環境基準等を超過している

ことを承知したうえで出荷を続け、当該スラグ

が使用された施工箇所の一部で基準を超える土

壌汚染を生じさせました。

　イ　廃棄物認定

　 　ふっ素の土壌環境基準等が設定されて以降、

同工場から製鋼過程の副産物として排出された

鉄鋼スラグは、土壌と接する方法で使用した場

合、ふっ素による土壌汚染の可能性があり、ま

た、平成14年４月から平成26年１月までの間、

関係者の間で逆有償取引等が行われていたこと

から、当該スラグを廃棄物と認定しました。

　 　記録が確認できた平成14年４月から出荷を停止

した平成26年１月までの間、同工場から出荷され

た鉄鋼スラグの総量は、29万4,330tです。

（3）県の対応

　ア　調査結果の公表と行政処分等

　 　県は、平成27年９月、廃棄物処理法に基づ

く調査の結果を公表するとともに、廃棄物処理

法違反で関係者を県警に告発しました。また、

平成28年８月、関係会社に対して廃棄物処理

法に基づく許可取消処分を行いました。

　イ　使用箇所に係る調査要請等

　 　大同特殊鋼㈱渋川工場から排出された鉄鋼ス

ラグの使用箇所について、公共工事は工事実施

主体に調査を要請、民間工事は大同特殊鋼㈱に

対し、調査及び県への報告を指示しています。

　ウ　使用箇所の状況と環境影響

　 　平成29年12月末現在、当該スラグの使用が

確認された工事は、公共工事347か所、民間工

事112か所の計459か所です。このうち、土壌

汚染が確認された141か所について、県が直接

周辺地下水の調査を実施したところ、これまで

の調査の結果では、地下水への影響は認められ

ませんでした。

　エ　今後の取組

　 　今後とも当該スラグの使用箇所の解明を進め、

判明した使用箇所はすべて県がリスト化します。

新たに使用箇所が判明した場合には、これまで

と同様の方法で環境調査を行い、県民の皆様の

安全・安心の確保に努めていきます。

５　　不適正処理事案（大同特殊鋼㈱鉄鋼スラグ）　【廃棄物・リサイクル課】

表2－5－3－24　廃棄物処理法違反検挙状況

廃棄物種別 態様 件数 人員

産業廃棄物

不法投棄 5 1

違法焼却 7 9

違法委託・受託等 0 0

一般廃棄物

不法投棄 22 20

違法焼却 15 16

違法委託 1 1

合　　計 50 47

0
20
40
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80
100
120
140
160
180

検挙件数
検挙人員

 84 49 81 60 50
 91 59 81 65 47

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

図2－5－3－3　廃棄物処理法違反検挙状況
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　近年、建設工事に伴い排出された土砂等による

埋立て等について、周辺住民から有害な物質の混

入や堆積された土砂等の崩落を心配する声が増え

ています。

　そこで、生活環境を保全するとともに、土砂災

害の発生を防止するため、平成25年６月に「群

馬県土砂等による埋立て等の規制に関する条例」

（県土砂条例）を制定しました。

　県では、厳正な許可審査や立入検査等により土

砂等の埋立て等の適正化を推進するとともに、広

報啓発、不適正処理対策と同様の監視指導、警察

及び関係機関との連携により、不適正事案等の未

然防止・早期発見・早期解決に取り組んでいます。

　なお、主な規制内容は次のとおりです。

（1） 土壌基準に適合しない土砂等による埋立て等

の禁止

　埋立て等のために搬入される土砂等の汚染に関

する基準（土壌基準）を規則で定め、土壌基準に

適合しない土砂等による埋立て等を禁止しています。

（2）特定事業の許可

　土砂等による埋立て等を行う区域以外の場所から排

出又は採取された土砂等により、3,000㎡以上の埋立

て等を行う事業（特定事業）を許可の対象とし、特定

事業を行おうとする者（事業者）は、原則として知事

の許可を要することとしています（表2－5－3－25）。

（3）土砂等の搬入の事前届出

　排出現場の確認及び土壌の安全性を担保するた

め、許可を受けた事業者は、土砂等を搬入する

10日前までに、排出現場ごとの土砂等排出元証

明書及び当該土砂等に係る土壌検査証明書を添付

のうえ、届出書を提出しなければなりません。

（4）定期検査及び立入検査

　許可を受けた事業者に対し、特定事業区域の定

期的な土壌検査及び検査結果の報告を義務付ける

とともに、立入検査を実施しています。

１　　県土砂条例に基づく厳正な許可審査及び立入検査等による指導の強化【廃棄物・リサイクル課】

第５項　土砂埋立ての適正化推進

　県土砂条例の規制が及ばない3,000㎡未満の土

砂の埋立て事案に対応するためには、各市町村に

おいて、地域の実情に合わせた市町村土砂条例を

制定することが不可欠です。

　このため、県では、市町村に対して市町村条例

“例”の提供、条例の必要性の説明など、市町村

条例の制定促進に取り組んでいます（表2－5－3

－26）。

２　　市町村土砂条例の制定支援による隙間のない監視指導体制の構築　【廃棄物・リサイクル課】

表2－5－3－26　土砂条例を制定している市町村（22市町村） 平成30年３月31日現在

市町村
桐生市・沼田市・館林市・渋川市・富岡市・安中市・みど
り市・下仁田町・甘楽町・中之条町・片品村・昭和村・み
なかみ町・玉村町・明和町・千代田町

伊勢崎市
高崎市・
板倉町・
邑楽町

前橋市・
藤岡市

許可対象面積 500㎡以上3,000㎡未満
1,000㎡以上
3,000㎡未満

500㎡以上 1,000㎡以上

県条例の適用 3,000㎡以上 適用しない

　公共事業から発生する土砂（建設発生土）につ

いては、工事間の利用調整を行うことで、他工事

における有効利用及び、それに伴う不要な残土の

抑制を図ってきたところですが、施工時期の不整

合等により、その調整が進まない状況でした。

　このため、建設発生土を一時的に仮置きできる

「建設発生土ストックヤード」を整備することに

より、建設発生土の工事間での有効利用を促進し、

建設発生土の適正な処理を図ります。

　現在、前橋地域において、建設発生土ストック

ヤードを運用しております。今後は、ほかの地域

においても、新たな整備・運用に向け、検討を進

めていきます。

３　　建設発生土ストックヤードの整備　【建設企画課】

表2－5－3－25　特定事業の許可状況 （単位：件）

年度 26 27 28 29
許可 8 3 10 4
変更許可 7 7 2 3
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